
　

平成30年11月13日

各 位

会 社 名 東邦金属株式会社

代表者名 代表取締役社長 小樋 誠二

(コード：5781、東証第二部)

問合せ先 取締役総務部長 森本 幾雄

(TEL.06－6202－3376)

(訂正・数値データ訂正)「平成30年３月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）」の一部訂正について

当社は、平成30年５月14日に発表した「平成30年３月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）」について訂正があ

りましたのでお知らせします。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信します。

　

記

　１．訂正内容と理由

訂正内容と理由につきましては、別途、本日（平成30年11月13日）付「過年度の決算短信等の一部訂正に関する

お知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。

　２．訂正箇所

訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後および訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線を付して表示して

おります。

以 上
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決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 無
(百万円未満切捨て)

１．平30年３月期の業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 3,665 10.5 162 501.2 221 457.1 184 209.2

29年３月期 3,315 0.8 27 ― 39 ― 59 986.8
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年３月期 79.44 ― 8.5 4.8 4.4

29年３月期 25.69 ― 3.1 0.9 0.8

(参考) 持分法投資損益 30年３月期 ―百万円 　29年３月期 ―百万円

※当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施したため、

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

　
（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 4,818 2,310 48.0 996.39

29年３月期 4,332 2,002 46.2 863.24

(参考) 自己資本 30年３月期 2,310百万円 　29年３月期 2,002百万円

※当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施したため、

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

　
（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年３月期 206 △150 △33 341

29年３月期 154 △110 △27 319
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

31年３月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

　
３．平成31年３月期の業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 4,000 9.1 100 △38.5 92 △58.4 70 △62.0 30.18
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期 2,338,001 株 29年３月期 2,338,001 株

② 期末自己株式数 30年３月期 18,909 株 29年３月期 18,490 株

③ 期中平均株式数 30年３月期 2,319,304 株 29年３月期 2,319,574 株

(注）前事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算

定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度（平成29年４月１日～平成30年３月31日）におけるわが国経済は、政府や日銀による経済・金融政策を背

景に外需回復による輸出増加や生産の持ち直し等により、企業収益が好調に推移し、個人消費に力を欠くものの雇用・

所得環境の改善が進むなど回復基調が続きました。

　海外においても、米国経済は好調に推移し、欧州経済や新興国経済も回復基調で推移しましたが、米国の政策変更に

よる世界経済への影響、中東や東アジアにおける地政学リスクの強まり、英国のEU離脱交渉の難航等、依然として景気

の下振れリスクがあります。

　このような状況下、当社は安定した利益の確保を最重要課題に掲げ、売上高の確保及び材料歩留改善、生産性改善、

購入価格低減、固定費削減などの原価低減活動に注力しました。

　売上高は、前期堅調であった鉱山土木用工具の販売が、工事現場での工期の遅れにより減少しましたが、市況価格連

動に伴う販売価格の上昇や合金及び電気・電子部品等の販売が堅調に推移した結果、前年比10.5％増の3,665百万円（前

期 3,315百万円）となりました。

　損益面は、市況価格上昇に伴う販売価格の上昇や原価低減活動に注力した結果、売上総利益は前年比26.0％の増益と

なり、営業利益162百万円（前期 27百万円）となり、経常利益は過年度に回収懸念債権に対して引き当てていた貸倒引

当金戻入額43百万円等により221百万円(前期 39百万円）当期純利益は184百万円(前期 59百万円）となりました。

b. セグメント情報に記載された区分ごとの状況

（電気・電子）

　タングステン・モリブデン製品の売上高は、1,678百万円（前期 1,573百万円）と6.7％の増収となりました。

　合金及び電気・電子部品の売上高は、ヒートシンクや合金の販売増により594百万円（前期 545百万円）と8.9％の増

収となりました。

　その他製品は、自動車部品販売において鉱石価格上昇に伴う販売価格の上昇や新規取引先への販売により、売上高は

960百万円（前期 718百万円）と33.6％の増収となりました。

　この結果、電気・電子合計の売上高は3,233百万円（前期 2,838百万円）と13.9％の増収となり、営業利益は、192百

万円（前期 10百万円）となりました。

（超硬合金）

　超硬合金は、鉱山土木用工具の販売が工期の遅れにより、売上高は431百万円（前期 477百万円）と9.6％の減収とな

り、営業損失29百万円（前期 営業利益16百万円）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産は2,751百万円（前事業年度末 2,451百万円）となり、299百万円増加しました。主た

る要因は、売掛金の増加72百万円、原材料及び貯蔵品の増加132百万円、仕掛品の増加75百万円によるものです。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産は2,066百万円（前事業年度末 1,881百万円）となり、185百万円増加しました。主た

る要因は、有形固定資産の増加23百万円、投資有価証券の増加178百万円、投資その他の資産のその他の減少67百万円及

び貸倒引当金の減少43百万円によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債は1,491百万円（前事業年度末 1,344百万円）となり、146百万円増加しました。主た

る要因は、支払手形の増加20百万円、電子記録債務の増加48百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加60百万円及び

未払法人税等の増加29百万円によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債は1,016百万円（前事業年度末 986百万円）となり29百万円増加しました。主たる要

因は、繰延税金負債の増加53百万円及び長期借入金の減少40百万円によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産は2,310百万円（前事業年度末 2,002百万円）となり308百万円増加しました。主たる要

因は、その他有価証券評価差額金の増加124百万円、及び当期純利益184百万円によるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ22百万円増加し、341百

万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は206百万円の増加（前事業年度は154百万円の増加）となりました。主な要因は、税引前当期純

利益220百万円（資金の増加）、減価償却費121百万円（資金の増加）、貸倒引当金の減少額41百万円（資金の減少）、

仕入債務の増加79百万円（資金の増加）及びたな卸資産の増加198百万円（資金の減少）であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は150百万円の減少（前事業年度は110百万円の減少）となりました。主な要因は、有形固定資産

の取得による支出125百万円、その他の支出33百万円及び受取利息及び配当金の受領額15百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は33百万円の減少（前事業年度は27百万円の減少）となりました。主な要因は、リース債務の返

済20百万円及び利息の支払額12百万円であります。

（４）今後の見通し

　次期におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復を続けるものと予測しておりますが、米国の政策変更による海外

経済の下振れリスクや為替変動により、厳しい環境となる懸念もあります。

　当社事業分野では、光通信用製品の販売は、引き続き世界的なモバイル化の進展等による拡大を予測しており、また、

超硬合金においても、オリンピック、トンネル等の工事用の製品販売が堅調に推移するものと計画しております。加え

て、その他の製品において、新規顧客への産業用の製品販売の拡大を見込んでおります。

　一方、平成29年度以降、当社の主要材料市況が上昇傾向にあるのが不安要素であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準の財務諸表を作成する方針を採って

おります。

　今後につきましては、国内同業他社の国際会計基準の適用動向及び外国人株主比率の推移等を踏まえ、国際会計基準

の適用について検討を進めていく方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

第67期
(平成29年３月31日)

第68期
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 319,521 341,812

受取手形 248,821 241,055

電子記録債権 140,872 159,565

売掛金 601,066 673,947

商品及び製品 92,461 83,220

仕掛品 676,780 752,355

原材料及び貯蔵品 347,078 479,684

前払費用 22,142 28,320

その他 12,753 3,298

貸倒引当金 △9,969 △11,737

流動資産合計 2,451,528 2,751,524

固定資産

有形固定資産

建物 1,313,449 1,332,603

減価償却累計額 △1,183,590 △1,188,714

建物（純額） 129,859 143,889

構築物 171,934 171,934

減価償却累計額 △161,588 △162,525

構築物（純額） 10,346 9,409

機械及び装置 4,410,496 4,430,625

減価償却累計額 △4,266,555 △4,268,332

機械及び装置（純額） 143,940 162,292

車両運搬具 7,815 9,148

減価償却累計額 △7,815 △6,334

車両運搬具（純額） 0 2,813

工具、器具及び備品 681,689 698,778

減価償却累計額 △647,307 △661,750

工具、器具及び備品（純額） 34,381 37,028

土地 782,785 782,785

リース資産 201,425 139,380

減価償却累計額 △141,395 △99,071

リース資産（純額） 60,029 40,309

建設仮勘定 - 6,060

有形固定資産合計 1,161,343 1,184,588

無形固定資産

ソフトウエア 15,563 17,646

リース資産 3,261 1,784

電話加入権 4,084 4,084

無形固定資産合計 22,909 23,514

投資その他の資産

投資有価証券 523,764 702,693

関係会社株式 16,435 16,435

従業員に対する長期貸付金 2,407 887

長期前払費用 1,274 9,599

その他 209,279 141,323

貸倒引当金 △56,138 △12,413

投資その他の資産合計 697,022 858,525

固定資産合計 1,881,275 2,066,629

資産合計 4,332,804 4,818,153
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(単位：千円)

第67期
(平成29年３月31日)

第68期
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 11,044 31,096

買掛金 172,357 187,662

電子記録債務 265,934 314,513

短期借入金 380,000 360,000

1年内返済予定の長期借入金 250,052 310,092

リース債務 18,959 14,269

未払金 97,714 91,932

未払法人税等 17,792 47,537

未払費用 27,482 22,857

前受金 1,860 2,957

預り金 6,423 10,858

賞与引当金 54,467 59,632

環境対策引当金 9,065 -

資産除去債務 825 -

営業外電子記録債務 30,278 37,754

流動負債合計 1,344,255 1,491,166

固定負債

長期借入金 540,637 500,545

リース債務 37,302 26,122

繰延税金負債 87,194 140,941

退職給付引当金 243,305 248,311

役員退職慰労引当金 68,115 84,365

環境対策引当金 1,802 1,802

資産除去債務 7,908 9,672

その他 - 4,500

固定負債合計 986,264 1,016,260

負債合計 2,330,520 2,507,426

純資産の部

株主資本

資本金 2,531,828 2,531,828

資本剰余金

その他資本剰余金 237,794 237,794

資本剰余金合計 237,794 237,794

利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,016,689 △832,444

利益剰余金合計 △1,016,689 △832,444

自己株式 △26,714 △27,337

株主資本合計 1,726,219 1,909,840

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 276,064 400,886

評価・換算差額等合計 276,064 400,886

純資産合計 2,002,283 2,310,727

負債純資産合計 4,332,804 4,818,153
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（２）損益計算書

(単位：千円)
第67期

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

第68期
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 3,315,736 3,665,244

売上原価

製品期首たな卸高 122,682 92,461

当期製品製造原価 2,778,398 2,966,188

当期商品仕入高 2,887 13,369

他勘定受入高 6,176 32,784

合計 2,910,145 3,104,803

他勘定振替高 38,846 32,836

製品期末たな卸高 92,461 83,220

売上原価合計 2,778,837 2,988,747

売上総利益 536,899 676,497

販売費及び一般管理費

役員報酬 73,455 79,789

従業員給料及び手当 177,271 170,753

賞与引当金繰入額 12,015 12,631

役員退職慰労引当金繰入額 14,050 16,250

貸倒引当金繰入額 1,238 1,805

退職給付費用 13,613 8,134

減価償却費 20,566 19,917

その他 197,653 204,664

販売費及び一般管理費合計 509,862 513,945

営業利益 27,036 162,551

営業外収益

受取利息及び配当金 13,909 15,756

貸倒引当金戻入額 7,414 43,385

その他 9,647 12,659

営業外収益合計 30,971 71,801

営業外費用

支払利息 13,769 12,571

その他 4,554 697

営業外費用合計 18,323 13,268

経常利益 39,683 221,085

特別利益

退職給付制度終了益 25,959 -

特別利益合計 25,959 -

特別損失

減損損失 - 814

特別損失合計 - 814

税引前当期純利益 65,643 220,270

法人税、住民税及び事業税 7,207 36,025

法人税等調整額 △1,142 -

法人税等合計 6,064 36,025

当期純利益 59,578 184,244
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（３）株主資本等変動計算書

　第67期(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △1,076,268 △1,076,268

当期変動額

当期純利益 59,578 59,578

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 59,578 59,578

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △1,016,689 △1,016,689

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価差

額金
評価・換算差額等合計

当期首残高 △26,546 1,666,808 181,570 181,570 1,848,378

当期変動額

当期純利益 59,578 59,578

自己株式の取得 △167 △167 △167

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

94,493 94,493 94,493

当期変動額合計 △167 59,411 94,493 94,493 153,904

当期末残高 △26,714 1,726,219 276,064 276,064 2,002,283
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第68期(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △1,016,689 △1,016,689

当期変動額

当期純利益 184,244 184,244

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 184,244 184,244

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △832,444 △832,444

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価差

額金
評価・換算差額等合計

当期首残高 △26,714 1,726,219 276,064 276,064 2,002,283

当期変動額

当期純利益 184,244 184,244

自己株式の取得 △624 △624 △624

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

124,821 124,821 124,821

当期変動額合計 △623 183,621 124,821 124,821 308,443

当期末残高 △27,337 1,909,840 400,886 400,886 2,310,727
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
第67期

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

第68期
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 65,643 220,270

減価償却費 115,879 121,990

減損損失 － 814

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,176 △41,956

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,621 5,165

退職給付引当金の増減額（△は減少） △51,940 5,006

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,950 16,250

環境対策引当金の増減額（△は減少） △4,834 △9,065

受取利息及び受取配当金 △13,909 △15,756

固定資産売却損益（△は益） － △581

支払利息 13,769 12,571

固定資産除却損 62 237

売上債権の増減額（△は増加） △38,109 △83,809

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,332 △198,940

長期未収入金の増減額（△は増加） △150 78,921

仕入債務の増減額（△は減少） 84,775 79,537

その他 53,306 23,858

小計 161,555 214,514

法人税等の支払額 △9,170 △9,770

法人税等の還付額 2,346 2,250

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,731 206,994

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △118,107 △125,498

有形固定資産の売却による収入 － 581

無形固定資産の取得による支出 △4,330 △7,554

投資有価証券の取得による支出 △360 △359

利息及び配当金の受取額 13,909 15,756

その他 △1,760 △33,787

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,649 △150,861

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 △20,000

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △227,552 △280,052

リース債務の返済による支出 △36,034 △20,364

利息の支払額 △13,668 △12,791

自己株式の取得による支出 △167 △624

自己株式の処分による収入 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,423 △33,831

現金及び現金同等物に係る換算差額 △316 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,341 22,290

現金及び現金同等物の期首残高 303,180 319,521

現金及び現金同等物の期末残高 319,521 341,812
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

　(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「電気・電子」及び「超硬合金」の２つを報告セグメ

ントとしております。

　(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「電気・電子」は、タングステン・モリブデン製品、タングステン合金、自動車用電極等その他の製品の製造及

び販売を行っております。「超硬合金」は、鉱山都市土木用工具、超硬合金製品等の製造及び販売を行っておりま

す。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表作成において採用している会計処理の方法と概ね

同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の振替高は製造原価に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 2,838,290 477,445 3,315,736 － 3,315,736

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 373 373 △373 －

計 2,838,290 477,819 3,316,109 △373 3,315,736

セグメント利益 10,435 16,600 27,036 － 27,036

セグメント資産 2,889,742 421,499 3,311,242 1,021,561 4,332,804

その他の項目

減価償却費 95,553 20,325 115,879 － 115,879

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

129,319 11,087 140,406 － 140,406

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。
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第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 3,233,452 431,792 3,665,244 － 3,665,244

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 795 795 △795 －

計 3,233,452 432,587 3,666,040 △795 3,665,244

セグメント利益又は損失(△） 192,165 △29,613 162,551 － 162,551

セグメント資産 3,200,509 425,275 3,625,784 1,192,368 4,818,153

その他の項目

減価償却費 98,791 23,199 121,990 － 121,990

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

141,110 5,783 146,894 － 146,894

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。

【関連情報】

１ 製品及びサービスごとの情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1)売上高

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

日本 アジア その他 合計

2,964,622 327,355 23,758 3,315,736

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

日本 アジア その他 合計

3,179,627 334,663 150,953 3,665,244

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

(2)有形固定資産

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３ 主要な顧客ごとの情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本特殊陶業株式会社 633,621 電気・電子

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本特殊陶業株式会社 745,073 電気・電子

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　 該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

減損損失 814 － 814 － 814

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

(持分法損益等)

持分法を適用する関連会社がないので、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目 第67期 第68期

１株当たり純資産額 863.24円 996.39円

１株当たり当期純利益金額 25.69円 79.44円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施
したため、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益金額を算定しております。

３ 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

第67期 第68期

純資産の部の合計額(千円) 2,002,283 2,310,727

普通株式に係る純資産額(千円) 2,002,283 2,310,727

普通株式の発行済株式数(株) 2,338,001 2,338,001

普通株式の自己株式数(株) 18,490 18,909

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(株)

2,319,511 2,319,092

(2) １株当たり当期純利益金額

第67期 第68期

当期純利益金額(千円) 59,578 184,244

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 59,578 184,244

普通株式の期中平均株式数(株) 2,319,574 2,319,304

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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１．平30年３月期の業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 3,669 9.9 45 △7.6 60 12.3 24 △67.5

29年３月期 3,338 0.7 49 ― 54 ― 74 ―
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年３月期 10.40 ― 1.1 1.3 1.2

29年３月期 31.99 ― 3.6 1.3 1.5

(参考) 持分法投資損益 30年３月期 ―百万円 　29年３月期 ―百万円

※当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施したため、

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

　
（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 4,809 2,302 47.9 992.84

29年３月期 4,484 2,154 48.0 928.71

(参考) 自己資本 30年３月期 2,302百万円 　29年３月期 2,154百万円

※当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施したため、

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

　
（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年３月期 206 △150 △33 341

29年３月期 154 △110 △27 319
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

31年３月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

　
３．平成31年３月期の業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 4,000 9.0 100 118.6 92 50.9 70 190.1 30.18
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期 2,338,001 株 29年３月期 2,338,001 株

② 期末自己株式数 30年３月期 18,909 株 29年３月期 18,490 株

③ 期中平均株式数 30年３月期 2,319,304 株 29年３月期 2,319,574 株

(注）前事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算

定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当事業年度（平成29年４月１日～平成30年３月31日）におけるわが国経済は、政府や日銀による経済・金融政策を背

景に外需回復による輸出増加や生産の持ち直し等により、企業収益が好調に推移し、個人消費に力を欠くものの雇用・

所得環境の改善が進むなど回復基調が続きました。

　海外においても、米国経済は好調に推移し、欧州経済や新興国経済も回復基調で推移しましたが、米国の政策変更に

よる世界経済への影響、中東や東アジアにおける地政学リスクの強まり、英国のEU離脱交渉の難航等、依然として景気

の下振れリスクがあります。

　このような状況下、当社は安定した利益の確保を最重要課題に掲げ、売上高の確保及び材料歩留改善、生産性改善、

購入価格低減、固定費削減などの原価低減活動に注力しました。

　売上高は、前期堅調であった鉱山土木用工具の販売が、工事現場での工期の遅れにより減少しましたが、市況価格連

動に伴う販売価格の上昇や合金及び電気・電子部品等の販売が堅調に推移した結果、前年比9.9％増の3,669百万円（前

期 3,338百万円）となりました。

　損益面は、市況価格上昇にともなう販売価格の上昇や原価低減活動に注力した結果、売上総利益は前年比21.6％の増

益となりましたが、販売費及び一般管理費において、債権の回収懸念先に対する貸倒引当金繰入額122百万円により、営

業利益45百万円（前期 49百万円）となり、経常利益は60百万円（前期 54百万円）、当期純利益は24百万円（前期

74百万円）となりました。

　セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。

（電気・電子）

　タングステン・モリブデン製品の売上高は、1,678百万円（前期 1,573百万円）と6.7％の増収となりました。

　合金及び電気・電子部品の売上高は、ヒートシンクや合金の販売増により594百万円（前期 545百万円）と8.9％の増

収となりました。

　その他製品は、自動車部品販売において鉱石価格上昇にともなう販売価格の上昇や新規取引先への販売により、売上

高は964百万円（前期 741百万円）と30.0％の増収となりました。

　この結果、電気・電子合計の売上高は3,237百万円（前期 2,860百万円）と13.2％の増収となり、営業利益は、貸倒

引当金繰入額122百万円の計上の影響がありましたが、75百万円（前期 32百万円）となりました。

（超硬合金）

　超硬合金は、鉱山土木用工具の販売が工期の遅れにより、売上高は431百万円（前期 477百万円）と9.6％の減収とな

り、営業損失29百万円（前期 営業利益16百万円）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産は2,752百万円（前事業年度末2,647百万円）となり、104百万円増加しました。主たる

要因は、原材料及び貯蔵品の増加132百万円、仕掛品の増加75百万円及び売掛金の減少124百万円によるものです。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産は2,057百万円（前事業年度末1,837百万円）となり、220百万円増加しました。主たる

要因は、有形固定資産の増加23百万円、投資有価証券の増加178百万円、その他の増加133百万円、及び貸倒引当金の増

加122百万円によるものであります。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債は1,491百万円（前事業年度末1,344百万円）となり、146百万円増加しました。主たる

要因は、支払手形の増加20百万円、電子記録債務の増加48百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加60百万円及び未

払法人税等の増加29百万円によるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債は1,016百万円（前事業年度末986百万円）となり29百万円増加しました。主たる要因

は、繰延税金負債の増加53百万円及び長期借入金の減少40百万円によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産は2,302百万円（前事業年度末2,154百万円）となり148百万円増加しました。主たる要因

は、その他有価証券評価差額金の増加124百万円、及び当期純利益24百万円によるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ22百万円増加し、341百

万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は206百万円の増加（前事業年度は154百万円の増加）となりました。主な要因は、税引前当期純

利益 60百万円（資金の増加）、減価償却費121百万円（資金の増加）、貸倒引当金の増加額122百万円（資金の増加）、

仕入債務の増加79百万円（資金の増加）及び棚卸資産の増加198百万円（資金の減少）であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は150百万円の減少（前事業年度は110百万円の減少）となりました。主な要因は、有形固定資産

の取得による支出125百万円、その他の支出33百万円及び受取利息及び配当金の受領額15百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は33百万円の減少（前事業年度は27百万円の減少）となりました。主な要因は、リース債務の返

済20百万円及び利息の支払額12百万円であります。

（４）今後の見通し

　次期におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復を続けるものと予測しておりますが、米国の政策変更による海外

経済の下振れリスクや為替変動により、厳しい環境となる懸念もあります。

　当社事業分野では、光通信用製品の販売は、引き続き世界的なモバイル化の進展等による拡大を予測しており、また、

超硬合金においても、オリンピック、トンネル等の工事用の製品販売が堅調に推移するものと計画しております。加え

て、その他の製品において、新規顧客への産業用の製品販売の拡大を見込んでおります。

　一方、平成29年度以降、当社の主要材料市況が上昇傾向にあるのが不安要素であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準の財務諸表を作成する方針を採って

おります。

　今後につきましては、国内同業他社の国際会計基準の適用動向及び外国人株主比率の推移等を踏まえ、国際会計基準

の適用について検討を進めていく方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

第67期
(平成29年３月31日)

第68期
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 319,521 341,812

受取手形 248,821 241,055

電子記録債権 140,872 159,565

売掛金 798,369 673,947

商品及び製品 92,461 83,220

仕掛品 676,780 752,355

原材料及び貯蔵品 347,078 479,684

前払費用 22,142 28,320

その他 12,753 3,298

貸倒引当金 △11,342 △10,874

流動資産合計 2,647,459 2,752,387

固定資産

有形固定資産

建物 1,313,449 1,332,603

減価償却累計額 △1,183,590 △1,188,714

建物（純額） 129,859 143,889

構築物 171,934 171,934

減価償却累計額 △161,588 △162,525

構築物（純額） 10,346 9,409

機械及び装置 4,410,496 4,430,625

減価償却累計額 △4,266,555 △4,268,332

機械及び装置（純額） 143,940 162,292

車両運搬具 7,815 9,148

減価償却累計額 △7,815 △6,334

車両運搬具（純額） 0 2,813

工具、器具及び備品 681,689 698,778

減価償却累計額 △647,307 △661,750

工具、器具及び備品（純額） 34,381 37,028

土地 782,785 782,785

リース資産 201,425 139,380

減価償却累計額 △141,395 △99,071

リース資産（純額） 60,029 40,309

建設仮勘定 - 6,060

有形固定資産合計 1,161,343 1,184,588

無形固定資産

ソフトウエア 15,563 17,646

リース資産 3,261 1,784

電話加入権 4,084 4,084

無形固定資産合計 22,909 23,514

投資その他の資産

投資有価証券 523,764 702,693

関係会社株式 16,435 16,435

従業員に対する長期貸付金 2,407 887

長期前払費用 1,274 9,599

その他 115,530 248,820

貸倒引当金 △6,451 △129,020

投資その他の資産合計 652,959 849,415

固定資産合計 1,837,212 2,057,519

資産合計 4,484,672 4,809,906
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(単位：千円)

第67期
(平成29年３月31日)

第68期
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 11,044 31,096

買掛金 172,357 187,662

電子記録債務 265,934 314,513

短期借入金 380,000 360,000

1年内返済予定の長期借入金 250,052 310,092

リース債務 18,959 14,269

未払金 97,714 91,932

未払法人税等 17,792 47,537

未払費用 27,482 22,857

前受金 1,860 2,957

預り金 6,423 10,858

賞与引当金 54,467 59,632

環境対策引当金 9,065 -

資産除去債務 825 -

営業外電子記録債務 30,278 37,754

流動負債合計 1,344,255 1,491,166

固定負債

長期借入金 540,637 500,545

リース債務 37,302 26,122

繰延税金負債 87,194 140,941

退職給付引当金 243,305 248,311

役員退職慰労引当金 68,115 84,365

環境対策引当金 1,802 1,802

資産除去債務 7,908 9,672

その他 - 4,500

固定負債合計 986,264 1,016,260

負債合計 2,330,520 2,507,426

純資産の部

株主資本

資本金 2,531,828 2,531,828

資本剰余金

その他資本剰余金 237,794 237,794

資本剰余金合計 237,794 237,794

利益剰余金

繰越利益剰余金 △864,821 △840,691

利益剰余金合計 △864,821 △840,691

自己株式 △26,714 △27,337

株主資本合計 1,878,087 1,901,593

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 276,064 400,886

評価・換算差額等合計 276,064 400,886

純資産合計 2,154,151 2,302,479

負債純資産合計 4,484,672 4,809,906
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（２）損益計算書

(単位：千円)
第67期

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

第68期
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 3,338,351 3,669,186

売上原価

製品期首たな卸高 122,682 92,461

当期製品製造原価 2,778,398 2,966,188

当期商品仕入高 2,887 13,369

他勘定受入高 6,176 32,784

合計 2,910,145 3,104,803

他勘定振替高 38,846 32,836

製品期末たな卸高 92,461 83,220

売上原価合計 2,778,837 2,988,747

売上総利益 559,514 680,439

販売費及び一般管理費

役員報酬 73,455 79,789

従業員給料及び手当 177,271 170,753

賞与引当金繰入額 12,015 12,631

役員退職慰労引当金繰入額 14,050 16,250

貸倒引当金繰入額 1,373 122,556

退職給付費用 13,613 8,134

減価償却費 20,566 19,917

その他 197,653 204,664

販売費及び一般管理費合計 509,997 634,697

営業利益 49,516 45,742

営業外収益

受取利息及び配当金 13,909 15,756

為替差益 4,422 6,459

受取保険金 334 4,037

補助金収入 3,000 -

その他 1,890 2,243

営業外収益合計 23,556 28,495

営業外費用

支払利息 13,769 12,571

その他 5,007 697

営業外費用合計 18,776 13,268

経常利益 54,296 60,969

特別利益

退職給付制度終了益 25,959 -

特別利益合計 25,959 -

特別損失

減損損失 - 814

特別損失合計 - 814

税引前当期純利益 80,256 60,155

法人税、住民税及び事業税 7,207 36,025

法人税等調整額 △1,142 -

法人税等合計 6,064 36,025

当期純利益 74,191 24,129
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（３）株主資本等変動計算書

　第67期(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △939,013 △939,013

当期変動額

当期純利益 74,191 74,191

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 74,191 74,191

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △864,821 △864,821

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価差

額金
評価・換算差額等合計

当期首残高 △26,546 1,804,063 181,570 181,570 1,985,633

当期変動額

当期純利益 74,191 74,191

自己株式の取得 △167 △167 △167

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

94,493 94,493 94,493

当期変動額合計 △167 74,024 94,493 94,493 168,517

当期末残高 △26,714 1,878,087 276,064 276,064 2,154,151
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第68期(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,531,828 237,794 237,794 △864,821 △864,821

当期変動額

当期純利益 24,129 24,129

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 24,129 24,129

当期末残高 2,531,828 237,794 237,794 △840,691 △840,691

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価差

額金
評価・換算差額等合計

当期首残高 △26,714 1,878,087 276,064 276,064 2,154,151

当期変動額

当期純利益 24,129 24,129

自己株式の取得 △624 △624 △624

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

124,821 124,821 124,821

当期変動額合計 △623 23,506 124,821 124,821 148,327

当期末残高 △27,337 1,901,593 400,886 400,886 2,302,479
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
第67期

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

第68期
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 80,256 60,155

減価償却費 115,879 121,990

減損損失 － 814

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,174 122,100

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,621 5,165

退職給付引当金の増減額（△は減少） △51,940 5,006

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,950 16,250

環境対策引当金の増減額（△は減少） △4,834 △9,065

受取利息及び受取配当金 △13,909 △15,756

固定資産売却損益（△は益） － △581

支払利息 13,769 12,571

固定資産除却損 62 237

売上債権の増減額（△は増加） △61,540 △9,495

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,332 △198,940

仕入債務の増減額（△は減少） 84,775 79,537

その他 53,971 24,523

小計 161,555 214,514

法人税等の支払額 △9,170 △9,770

法人税等の還付額 2,346 2,250

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,731 206,994

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △118,107 △125,498

有形固定資産の売却による収入 － 581

無形固定資産の取得による支出 △4,330 △7,554

投資有価証券の取得による支出 △360 △359

利息及び配当金の受取額 13,909 15,756

その他 △1,760 △33,787

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,649 △150,861

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 △20,000

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △227,552 △280,052

リース債務の返済による支出 △36,034 △20,364

利息の支払額 △13,668 △12,791

自己株式の取得による支出 △167 △624

自己株式の処分による収入 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,423 △33,831

現金及び現金同等物に係る換算差額 △316 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,341 22,290

現金及び現金同等物の期首残高 303,180 319,521

現金及び現金同等物の期末残高 319,521 341,812
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

　(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「電気・電子」及び「超硬合金」の２つを報告セグメ

ントとしております。

　(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「電気・電子」は、タングステン・モリブデン製品、タングステン合金、自動車用電極等その他の製品の製造及

び販売を行っております。「超硬合金」は、鉱山都市土木用工具、超硬合金製品等の製造及び販売を行っておりま

す。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表作成において採用している会計処理の方法と概ね

同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の振替高は製造原価に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 2,860,906 477,445 3,338,351 － 3,338,351

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 373 373 △373 －

計 2,860,906 477,819 3,338,725 △373 3,338,351

セグメント利益 32,916 16,600 49,516 － 49,516

セグメント資産 3,085,673 421,499 3,507,173 977,498 4,484,672

その他の項目

減価償却費 95,553 20,325 115,879 － 115,879

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

129,319 11,087 140,406 － 140,406

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。
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第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

売上高

外部顧客への売上高 3,237,394 431,792 3,669,186 － 3,669,186

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 795 795 △795 －

計 3,237,394 432,587 3,669,982 △795 3,669,186

セグメント利益又は損失（△） 75,356 △29,613 45,742 － 45,742

セグメント資産 3,201,372 425,275 3,626,647 1,183,258 4,809,906

その他の項目

減価償却費 98,791 23,199 121,990 － 121,990

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

141,110 5,783 146,894 － 146,894

(注) セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分されていない本社管理資産であります。

【関連情報】

１ 製品及びサービスごとの情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1)売上高

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

日本 アジア その他 合計

2,987,237 327,355 23,758 3,338,351

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

日本 アジア その他 合計

3,183,569 334,663 150,953 3,669,186

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

(2)有形固定資産

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３ 主要な顧客ごとの情報

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本特殊陶業株式会社 633,621 電気・電子

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本特殊陶業株式会社 745,073 電気・電子

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　 該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

財務諸表
計上額

電気・電子 超硬合金 計

減損損失 814 － 814 － 814

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

第67期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

第68期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

(持分法損益等)

持分法を適用する関連会社がないので、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目 第67期 第68期

１株当たり純資産額 928.71円 992.84円

１株当たり当期純利益金額 31.99円 10.40円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ 当社は、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式を10株につき１株の割合をもって株式併合を実施
したため、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益金額を算定しております。

３ 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

第67期 第68期

純資産の部の合計額(千円) 2,154,151 2,302,479

普通株式に係る純資産額(千円) 2,154,151 2,302,479

普通株式の発行済株式数(株) 2,338,001 2,338,001

普通株式の自己株式数(株) 18,490 18,909

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(株)

2,319,511 2,319,092

(2) １株当たり当期純利益金額

第67期 第68期

当期純利益金額(千円) 74,191 24,129

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 74,191 24,129

普通株式の期中平均株式数(株) 2,319,574 2,319,304

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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